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野菜の消費動向

➢ 主要農産物の消費動向をみると、野菜の消費は減少傾向で推移。

➢ 健康づくりの指標「健康日本21」における成人１人１日当たりの野菜摂取目標量350gに対し、摂取量の現状は
280g程度で約７割の成人が目標に達しておらず、特に20～40歳代で不足が目立っている。
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資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」
注：1) 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年及び３年は調査中止

2) データは野菜類であり、緑黄色野菜、その他の野菜、野菜ジュース、漬け物

【１人１日当たりの野菜摂取量の推移】
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資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」 （令和元年）
注：1) 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年及び３年は調査中止

2) データは野菜類であり、緑黄色野菜、その他の野菜、野菜ジュース、漬け物
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資料：農林水産省「食料需給表」
注：データは供給数量（＝消費者等に到達した食料）であり、実際に摂取された食料の数量ではない。

【主要農産物の１人１年当たりの消費動向】 【男女世代別の１人１日当たりの野菜摂取量】

男性
（g）

30.1 19.7 21.9 24.2 28.3 33.3 36.9
野菜の摂取量が350g
以上の者の割合（%）

年度

115
111 113 112 108 106 102

96
88 90

89

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

S45 50 55 60 H2 7 12 17 22 27 R2

（kg）

穀類
牛乳及び乳製品
野菜
肉類
果実
油脂類

年



2

野菜の消費動向

➢ 家庭での生鮮野菜の購入額が減少する一方で、サラダをはじめとした加工調理品の消費が増加。

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響で、購入額は、外食が大幅に減少する一方で、調理食品が大幅に増加。

➢ 食に関する志向を見ると、30～60歳代で簡便化志向の割合が高まっている傾向。

➢ 野菜不足を感じている単身者は、加工食品（市販の野菜ジュース等）やカット野菜を利用したり、中食・外食時に野菜が多い
ものを選択することで野菜不足を解消したいと考えている割合が高い。
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冷凍食品・加工食品は、野菜が多いものを選びたい

プランターや家庭菜園等で、自分で野菜を作りたい

冷凍野菜や水煮等の野菜の加工品をもっと利用したい

青汁を飲むようにしたい

サプリメント（主にビタミン類）を飲むようにしたい

中食や外食時には、野菜が多いものを選んだりしたい

カット野菜をもっと利用するようにしたい

市販の野菜ジュース等を飲むようにしたい

家庭の食事で野菜料理や使用する野菜の量を多くしたい
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【食に関する志向の年代別傾向】【生鮮野菜及びサラダの１人１年当たりの購入額の推移】

【野菜不足の解消方法】

（％）

（※野菜不足だと思う人の解消方法と回答の割合）

資料：一般社団法人ＪＣ総研 「野菜・果物の消費行動に関する調査結果－2016年調査－」

資料：日本政策金融公庫 「消費者動向調査」

【調理食品及び外食の１人１年当たりの購入額の推移】

（※昭和60年＝100とした場合）

資料：総務省「家計調査」
注：「二人以上の世帯」の１世帯当たりの支出金額を消費者物価指数（令和２年＝100）及び世帯人員で除し、

昭和60年を100として算出

（24,979円）

（1,902円）

資料：総務省「家計調査」
注：「二人以上の世帯」の１世帯当たりの支出金額を消費者物価指数（令和２年＝100）及び世帯人員で除して算出

（%）

年

年

（円）

25.4 23.2

34.3

42.2

49.9

56.9

32 30.2 31.9

43.4

52.6

60.4

29

34.3

30.8

39.1

52.9

62.1

0

10

20

30

40

50

60

70

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代

健康志向

（%）

37.8
38.4

30.2

22.8
19.3 17.9

42.8
38.5

37.6

28.7
23.6

16.8

41.6

47.9 47.2

38.8

29.6

16.8

0

10

20

30

40

50

60

70

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代

簡便化志向

（%）

45.2
42.1

44.9

36.8

25.6 22.1

42
46.7

41.2 39.1

27.7

21.5

42.4
42

47.7

38.8

23.3
17.8

0

10

20

30

40

50

60

70

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代

経済性志向

（%）



野菜の消費拡大の取組

➢ 野菜の消費拡大の取組として、
①企業等と連携して「野菜を食べようプロジェクト」を推進
②昨年８月31日の野菜の日に、若い世代の摂取量を増やすためのWebシンポジウムを開催
③昨年８月中旬～９月末まで、本省職員及び来庁者向けに、野菜摂取状況が把握できる測定機器を省内に設置
④R５年度予算要求として野菜・果実の一般的な特徴の表示に関するマニュアルの普及に向けた取組を実施予定

約７割の成人が野菜摂取目標量
350g/日に達しておらず、必要
量を正しく把握できていないこ
とが理由の一つと考えられる。

野菜摂取量の見える化の取組

昨年８月中旬～９月末まで、本
省職員及び来庁者向けに、野菜
摂取状況が把握できる測定機器
を省内に設置し、食生活に適量
の野菜を取り入れることが習慣
になるような機会を創出。

多くの成人は野菜摂取量が不足

栄養素、機能性成分等の
情報発信の推進

規制のサンドボックス制度
の成果物「野菜・果実の一
般的な特徴についての表示
に関するマニュアル」の普
及に向けた取組を実施予定。

「健康」志向に対応した
栄養素等の情報発信

消費者や量販店から野菜・果
実の栄養・機能性成分の情報
提供を求める声が多数ある。

【野菜の日（８月31日）Webシンポジウム】【野菜を食べようプロジェクト】

ベジチェック（カゴメ㈱）ベジメータ(㈱LLCジャパン）

ロゴマーク

「野菜を食べようプロジェクト」
の実施

１日当たりの摂取目標（350g）
を示したポスターとロゴマークを
作成・公表するとともに、お手頃
価格となっている時期や栄養価の
高い旬の時期など野菜に関する情
報や、企業等が行う野菜の消費拡
大の取組を発信。野菜サポーター
は約250者（一昨年４月：37者）
と増加中。

企業等との連携強化

消費者に向けた産地情報の発信
やレシピ紹介など、野菜の消費
拡大に向けた取組を実施してい
る企業、飲食店、団体と連携し、
情報発信していくことが重要。

【野菜摂取量の見える化】 【R５年度予算要求】

小売店等への研修

店舗でのPOP表示、消費者の理解促進

ポスター

詳細はこちら 詳細はこちら 詳細はこちら
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加工・業務用需要の状況

➢ 食の外部化を背景に、野菜の需要は家計消費用から加工・業務用にシフトし、近年では加工・業務用が全体の約６割。

➢ 家計消費用の国産割合はほぼ１００％であるが、加工・業務用では７割程度。

➢ 家計消費用においても、近年、千切りキャベツやミールキットなどが定着し、カット野菜の需要が増加。

4

様々なカット野菜や

ミールキットの例

【加工・業務用野菜の国産割合（主要品目）令和２年】

68%加工・業務用

家計消費用

100%

97%

加工・業務用家計消費用

合計
939万トン

44% 56%

【加工・業務用及び家計消費用の国内仕向け量（主要品目）令和２年】

出典：農林政策研究所

注:主要品目として指定野菜（13品目）を用いて試算
（キャベツ、ほうれんそう、レタス、ねぎ、たまねぎ、はくさい、
きゅうり、なす、トマト、ピーマン、だいこん、にんじん、
さといも（ばれいしょ除く））



加工・業務用需要の状況

➢ 加工・業務用野菜のうち冷凍野菜については、長期保存が可能で調理の利便性が高い点や品質の良さが評価され、国内の冷凍野菜市場は
平成24年に流通量が100万トンを突破して以降増加傾向にあるものの、国産は１割程度にとどまっている。

➢ コロナ禍を契機として、家計消費用の冷凍食品も増加しており、スーパーだけでなく百貨店においても冷凍食品の売場が拡大し、高級価格帯の
ラインナップも出てくるなど新たな動き。

➢ 国内の市場規模は人口減少や高齢化に伴い縮小傾向となり、2040年には生鮮食品への支出額は75％程度に減少する一方、加工食品へ
の支出は共働きなどの一層の進展等により一人当たり支出額は増加する見込み。このように、将来的には、生鮮野菜の売場が縮小し、カット野
菜や惣菜、冷凍食品売場が拡大していくことから、これら市場の動向に応じた生産・供給体制の整備が必要。

511

大手小売
千葉県浦安市に国内最大級となる冷凍食品売場の新業態をオー
プン。各メーカーの定番品だけでなく、全国のご当地冷凍食品等約
1500品目をラインナップ。

大手
百貨店

高価格帯の冷凍惣菜専用売場を開設。50を超えるブランドの約
350商品を展開。

冷凍食品
専門店

2016年に１号店をオープンし、現在首都圏に計14店舗ま
で拡大。

外食
チェーン

冷凍商品の自動販売機により店舗と同じたっぷりの国産野
菜を使ったちゃんぽんを24時間いつでも購入可能。

ホテル
業界

ホテルで味わえる料理を冷凍食品として商品化。ホテルの
料理を自宅でも楽しめると好評。

【最近の冷凍食品に係るトピック】【冷凍野菜の国内流通量と金額の推移】
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